
令和８年版（令和７年労働災害のとりまとめ）

建設業における災害防止のポイント

■ 墜落・転落災害防止対策：改正労働安全衛生規則による足場の点検者の指名、本足場の使用の徹底等、

はしご・脚立の適正使用、「手すり先行工法に関するガイドライン」及び「足場からの墜落・転落災害防止総

合対策推進要綱」による適切な措置、「墜落制止用器具の規格」に適合した墜落制止用器具の使用の徹底

■ 高年齢労働者、外国人労働者の労働災害防止対策、一人親方等の安全衛生対策

■ 転倒災害の防止（「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト神奈川」の取組）

■ 「交通労働災害防止のためのガイドライン」の徹底、交通誘導等に従事する労働者の安全確保

■ 建設機械等を使用する際の運行経路等の作業計画の策定・周知、運転中の転落・接触災害防止のための

誘導員配置等安全対策、「車両系建設機械構造規格」に適合した建設機械等の使用

■ 建設工事の現場等における貨物自動車の荷台からの墜落・転落等の荷役災害防止対策

■ 山岳トンネル工事における肌落ち等災害防止対策（令和６年３月26日改正ガイドライン）

■ チェーンソーによる伐木等作業の特別教育の実施、立入禁止措置や保護具着用等の安全対策

■ 熱中症対策の徹底、早期発見と重篤化防止のための「報告体制」、「手順作成」、「関係労働者への周知」

■ じん肺予防対策（第10次粉じん障害防止総合対策に基づく呼吸用保護具の適正な使用等）

■ 騒音障害防止の取組（令和５年４月20日改正ガイドライン）

■ 化学物質による健康障害防止(ＳＤＳの確認・リスクアセスメントの実施、塗膜剥離作業、溶接ヒューム等)

■ 解体・改修工事等における石綿含有の有無の事前調査、石綿ばく露防止対策の徹底

■ 職長等及び安全衛生責任者の能力向上教育に準じた教育の実施
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労働災害とは

労働者の就業に係る建設物、設備、原

材料、ガス、蒸気、粉じん等により、又

は作業行動その他業務に起因して、労

働者が負傷し、疾病にかかり、又は死

亡することをいう。

（労働安全衛生法第２条第１号）

事業者等の責務

単に、この法律で定める労働災害の防止のための

最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実

現と労働条件の改善を通じて職場における労働者

の安全と健康を確保するようにしなければならな

い。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止

に関する施策に協力するようにしなければならな

い。（労働安全衛生法第３条第１項）

労働災害と事業者責任

(1) 安全配慮義務

安全配慮義務は判例上認められたものです。事業主はこの安全配慮義務を履行していないときは、債務

不履行責任（民法第415条）が問われます。

労働契約法第５条では、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労

働ができるよう、必要な配慮をするもの。」と規定しています。

(2) 事業者等の災害防止責任（法令違反と義務主体の責任）

■ 労働安全衛生法：措置義務違反

■ 刑法：業務上過失致死傷

（罰則の適用）

■ 労働契約法第５条：労働者の安全への配慮

■ 民法第415条：債務不履行責任

■ 民法第709条：不法行為責任

■ 民法第715条：使用者責任

■ 使用／作業停止

■ 入札停止

■ 営業停止

■ 企業名公表 等

■ マスコミの非難報道や風評

■ 信用失墜、顧客離れ

■ 経営不振、廃業

社会的な制裁

刑事上の責任 民事上の責任

行政上の処分等

令和７年５月に個人事業者等（中小事業者の代表者や役員を含む。）の業務上災害の防止、ひいては同じ職

場で労働者の災害防止のため、個人事業者等を労働安全衛生法による保護対象・義務の主体として位置付

ける労働安全衛生法の改正がされ、順次施行します。また、業種を問わず、労働者や個人事業者等が混在す

る作業場所を管理する者に対して、自ら請負人が行う作業間の連絡調整等の必要な措置が義務付けられま

した。

改正労働安全衛生法

本冊子の死亡及び死傷災害の統計数値は、注記がない限り新型コロナウイルス感染症による労働災害を除

いた数値としています。また、令和７年の統計数値は、令和８年４月８日時点の暫定値となります。
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１　労働災害の推移
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図1-1 労働災害による死亡者数の年次別推移（新型コロナウイルス感染症によるものを含む）

建設業

建設業の休業４日以上の死傷者数は図1-2のとおり、長期的には減少傾向にあり、令和４年には過去最少となっ

たが、令和７年は679人となり、過去最少を更新することができた。建設業の休業４日以上の死傷災害が全産業に

占める割合は近年１０%を切る水準まで減少している。

%人

人

建設業の死亡者数は図１-1のとおり、昭和36年に165人を記録して以降、増減を繰り返しながらも長期的には減
少傾向を示し、平成28年に10人を下回り、平成29年は過去最少の6人となった。その後は増加に転じ、令和3年に
は21人となり、全産業の中で建設業の比率は上がった。令和７年は、１4人となり、前年を２件上回った。現在取り組
んでいる第14次労働災害防止計画（神奈川計画）では、令和４年の９人と比べて令和９年に15%減少させ、７人以下
とすることを目標としている。

％

%人

図1-2 死傷者数の年次別推移
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２　工事種別の災害発生状況
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図2-1令和７（2025）年 建設業･工事種別の死亡者数 (参考)令和７(2025)年 全産業･業種別の死亡者数

（参考）令和7（2025）年 全産業･業種別の死傷者数

工事種別の死亡災害は、図2-1のとおり、土木工事業が6人(43％)で、建築工事業が５人（36%）、木造

家屋建築工事業が１人（７％）、その他の建設業（機械器具設置工事業等）が２人(14％)であった。

工事種別の死傷者数は、図2-2のとおり、建築工事業が305人と最も多く建設業全体の45％を占め、次

いでその他の建設業155人（23％）、土木工事業が154人（23%）、木造家屋建築工事業が65人（９%）の

順であった。

なお、平成25年以降における工事種別の死亡者数推移は、図2-3のとおりである。
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図2-3 工事種別の死亡者数の推移(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)
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３　事業場規模別の災害発生状況

４　年齢階層別の災害発生状況

図3-2 令和７(2025)年 規模別の死傷者数図3-1 令和７（2025）年 規模別の死亡者数

事業場規模別の死亡者数は図3-1のとおり、1～9人の事業場で８人（57％）、30人～49人未満

の事業場で５人（36％）、10人～29人未満の事業場で１人（７％）となった。

事業場規模別の休業４日以上の死傷災害は図3-2のとおり、1～9人の事業場が356人と最も多く

建設業全体の52％を占め、次いで10～29人の207人（29%）、30～49人が66人（9％）の順で

あり、建設業の死傷災害全体の9割以上が50人未満の規模において発生している。

年齢階層別の死亡者数は図4-1のとおり、40歳台４人、70歳以上が３人、30歳台が３人、20歳台・

50歳台が各２人であった。

年齢階層別の死傷者数は図4-2のとおり、50歳台が165人と最も多く、次に20歳台が156人、そ

の次に30歳台が103人となっている。

20歳台の若年層で多く発生していることから教育を十分に行う必要性があるほか、50歳台以上の

高年齢者の労働災害防止のため「高年齢者の労働災害防止のための指針」の普及を促進しているとこ

ろである。

図4-1 令和７(2025)年 年齢階層別の死亡者数 図4-2 令和７（2025）年 年齢階層別の死傷者数
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況

図5-1 令和７(2025)年 経験年数別の死亡者数

経験年数別の死亡者数は図5-1のとおりであり、5～10年未満、20～30年未満、３０年以上の経験者が

各３人となっている。

死傷者数は図5-2のとおりであり、経験年数に関わらず死傷災害が発生していることがわかる。

また、図5-3のとおり、死傷者数全体に占める１年未満が92人（14%）となっており、若年層や経験年数の

浅い労働者に対する安全衛生教育の充実に取り組む必要がある。

図5-2 令和７(2025)年 経験年数別の死傷者数

現場入場日数別の死亡災害発生状況は図6-1のとおりである。入場7日以下で発生した災害が半数以上を

占めており、新規入場者教育の徹底等が必要である。工事種別発生状況は図6-2のとおりで、最も多い入場

初日において５人となっている。

図6-１令和７(2025)年 現場入場日数別死亡者数 図6-2 令和７ (2025)年 工事種別現場入場日数別死亡者数
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図5－3 経験年数別の死傷者数推移
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別の死亡者数は図7-1のとおり、「墜落、転落」によるものが５人（44%）と最多である。

事故の型別の休業４日以上の死傷者数は図7-2のとおり、「墜落、転落」が212人（31％）と最も多く、3割を占

めている。次いで「はさまれ、巻き込まれ」77人（11%）、「転倒」76人（11％）、「動作の反動・無理な動作」62人

（９％）、｢切れ、こすれ」60人（９％）と続いている。

死亡災害、死傷災害ともに墜落・転落災害が最も多く発生していることから、足場の点検の確実な実施等（令和

5年10月1日施行）及び一側足場の使用範囲の明確化（令和6年4月1日施行）に係る措置の徹底のほか、はしご・

脚立の適正使用、墜落制止用器具の使用の徹底を図る必要がある。

図7-1 令和７（2025年)事故の型別の死亡者数 図7-2 令和７(2025)年 事故の型別の死傷者数

図8-1 令和７(2025)年 起因物別の死亡者数 図8-2 令和７（2025）年 起因物別の死傷者数
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212人, 31%

はさまれ、巻き込まれ, 

77人, 11%

転倒, 

76人, 11%動作の反動・無理な動作,

62人, 9%

切れ・こすれ, 

60人, 9%

激突され, 

41人, 6%

飛来・落下, 40人, 6%

激突,27人, 4%

交通事故, 25人, 4%

崩壊・倒壊, 22人, 3%

高温の物との接触, 20人, 3% その他, 

17人, 3%

建設業の
死傷者

679人

仮設物・建築物・

構築物等, 

208人, 31%

その他の装置等, 

140人, 21%物上げ装置・運搬機械, 

88人, 13%

動力機械, 

83人, 12%

物質・材料, 

78人, 11%

環境等, 

31人, 5%

荷, 20人, 3% その他, 31人, 5%

建設業の
死傷者

679人

物上げ装置・

運搬機械, 6人, 

33%

仮設物・建築物・

構築物等, 

4人, 29%

物質・材料, 

2人, 13%

その他の装置等, 

1人, 7%

環境等, 

1人, 7%

建設業の
死亡者

14人

起因物別の死亡者数は、図8-1のとおりであった。

死傷者数においては、「墜落、転落」災害が多いことに関連し、起因物として「仮設物、建築物、構築物等」が最も

多く、208人で全体の3割を占めた。次いで、脚立、はしご、ロープ等を含む「その他の装置等」140人（21％）、

クレーン等、トラックを含む「物上げ装置・運搬機械」８８人（13％）、木材加工用機械、建設重機が含まれる「動力

機械」83人（12%）と続いている(図8-2）。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況

図9-1 木造家屋等建築工事における死傷者数の推移 （平成22年～令和７年）

木造家屋等建築工事における事故の型別の休業４日以上の死傷者数は、図9-2のとおりで、｢墜落、転

落｣が25人と最も多く38％を占めており、続いて、「切れ、こすれ」８人（12％）、「転倒」７人（11％）、「飛

来・落下」６人（９%)、｢崩壊・倒壊」、「動作の反動・無理な動作」が各５人（８％）となっている。

また、起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」が28人と最も多く43％を占めてお

り、続いて、手工具、はしご、脚立を含む「その他の装置等」15人（23%）、木材加工用機械、建設機械等を

含む「動力機械」が８人(12％)となっている。

木造家屋等建築工事における労働災害は、図9-1のとおり長期的に減少傾向にあり令和７年は死亡災害

１人（「墜落、転落」災害）となった。また、休業４日以上の休業災害は、６５件と前年比13件（17％）の減少

となり、過去最少を更新した。

木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落、転落」災害を防止するには、建方作業時に

先行して足場を設置する「足場先行工法」が重要であると同時に、躯体と足場との間の墜落危険箇所を可

能な限りなくすことや安全な昇降設備を設けることも重要である。

また、令和5年10月1日から足場からの墜落・転落災害防止の充実に係る改正労働安全衛生規則が順次

施行され、一側足場の使用範囲の明確化(令和6年4月1日施行)等対策の充実強化が図られ、併せて「足

場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正された。

図9-2 令和７(2025)年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和７(2025)年 起因物別の死傷者数
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10　公共工事等における災害発生状況
図10-１ 公共工事等における死亡者数・比率

令和７年の建設業における死亡者14人のうち、公共工事等で発生したのは３人（21.0％）であった。

図10-2 令和７年 発注者別死亡者数

図10-3 公共工事等における事故の型別の死傷者数(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)

令和７年の公共工事等における休業４日以上死傷者88人について、事故の型別の内訳としては、「墜
落、転落」が21人（23.9%)、「激突され」が13人（14.8％）、「はさまれ・巻き込まれ」12人（13.6％）、
「転倒」が９人（10.2%）となった。
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

12　外国人労働者の災害発生状況

過去５年間の月別死亡災害発生状況（５年間月別累計）は、図11-1のとおりであり、３月が10件と最も多

く発生しており、次いで、６月、８月及び９月が各９件となっている。

図11-1 月別の死亡災害発生状況（令和３年～令和７年（過去５年）の月別累計）
(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)

図11-2 月別の死傷災害発生状況(令和３年～令和７年(過去５年)の月別累計)

過去５年間の月別死傷災害の発生状況（５年間月別累計)は、図11-2のとおりであり、７月、8月及び10月

に多く発生している。お盆休みがあり稼働日の少ない８月は注意が必要である。
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図12-1 令和７年 外国人労働者の災害発生

状況（全産業）

建設業, 

102人, 
25%

建設業以外, 

298人, 75%

死傷者数

400人

土木工事業, 

20人, 19%

建築工事業, 
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木造家屋建築等
工事業, 5人, 5%

その他の
建設業, 

18人, 
18%

死傷者数
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図12-１のとおり、令和７年の休業４日以上の全産業における外国人労働者の死傷者数は、400人で、そのう

ち建設業では、102人（25％）発生している。

建設業における内訳は、図１２‐２のとおり、建築工事業で59人（58％）と最も多く発生している。

近年、外国人労働者の就業人口が増加し、労働災害も増加する傾向にあることから、災害防止の取組として

母国語による教育の実施や作業指示の際のコミュニケーションの配慮が必要である。

図12-2 令和７年 外国人労働者の災害発生状況

（建設業）
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13　熱中症災害発生状況
図13-1 平成25年～令和７年 熱中症災害発生状況（年別業種別死傷災害発生状況）
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図13-2 令和３年～令和７年 熱中症による時間帯別死傷者数（全産業）

全産業における令和７年の熱中症による休業４日以上の死傷者数は図13-1のとおり、102人と

前年に比べて大幅に増加し、初めて100人を超えました。

建設業も同様の傾向で、令和７年は１9人発生しており、前年に比べて大幅に増加し、最も多い数

値となった。

図13-2のとおり、全産業における過去５年の時間帯別の死傷者数をみると、１１時台で最も多く

発生し、次いで９時以前となっている。日中だけではなく９時台以前、１８時以降にも多数発生して

いるため、日中の現場作業終了後に会社事務所に戻ってから、又は帰宅してから体調が急変・悪化

するケースも認められる。
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図13-3 令和７（2025）年の年代別の熱中症死傷者数（全産業）
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図１３-３のとおり、全産業にお

ける令和７年の年代別の死傷者

数をみると、50歳台が最も多

く34人（33％）となっている。

例年50歳台以上の被災者の割

合が65％以上となっているこ

とから、高年齢労働者に対し、

より一層の対策・配慮が必要な

状況となっている。令和６年規

則改正の熱中症対策のほか、平

成２９年以降展開している「ＳＴ

ＯＰ！熱中症クールワークキャ

ンペーン」の取組を行う必要が

ある。
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

1

２月 その他の建設業 コンベア 【発生状況】
 　ふ頭内で石炭を出荷する設備の塗装工事のためにコンベヤー
カバーの荷卸し作業に従事していた被災者が作業中に行方不
明となり、翌日、係留中であった貨物船の倉内から発見され、死
亡が確認されたもの。

【災害防止のポイント】
① 元方事業者とコンベヤー管理事業者との間（それぞれの関係
　請負人を含む）で、あらかじめ、日々の工事時間帯、コンベヤー
　稼働時間帯等具体的な情報の共有を行う。
② コンベヤー上の作業者がコンベヤーに巻き込まれることを防
　止するため、無線機、携帯電話等により工事関係者とコンベヤ
　ー設備管理者との連携を常時確保し、退避確認の合図等を定
　める。
③ 異常事態発生時にコンベヤーの稼働を即時停止できるよう
　な連絡体制を確保する。

１～９人
９時頃 はさまれ、巻き込まれ40～44歳

１～９人
14時頃 飛来、落下35～39歳

　１４　令和７年　建設業における死亡災害の概要

3

３月 土木工事業 不整地運搬車
【発生状況】
　河川改修工事で、被災者が不整地運搬車を操作し、土のうを
運搬していたところ、護岸脇の通行路から河川側の段差（高さ
約１ｍ）を落下し死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① 不整地運搬車の運転の業務についての技能及び知識の向上
　を図る。
② 不整地運搬車を使用する際には、あらかじめ、場所の広さ、
　地形、不整地運搬車の種類、能力及び荷の種類と形状に適応
　する作業計画を定め、これにより作業を行わせる。
③ 不整地運搬車を使用する作業については、作業指揮者を定
　め、上記②の計画に基づき、作業を指揮させる。
④ 不整地運搬車が作業中、法面等から転落するおそれがある
　時は、車止めを設ける等転落防止の措置を講じさせるか又
　は、誘導者を配置してその者による誘導により作業を行わせ
　る。

１～９人
15時頃 墜落、転落35～39歳

2

３月 建築工事業 建築物、構築物
【発生状況】
　住宅解体工事現場において、高さ2.7ｍのコンクリート塀の取
り壊し作業を行うため、手持ち式の電動カッターを用いてコンク
リート塀を分割していたところ、塀の上部が倒れ、飛散防止のた
め近傍でコンパネを持って追従していた被災者が下敷きになり
死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① 工作物の倒壊による危険を防止するために、あらかじめ、工
　作物の形状、き裂の有無、周囲の状況等を調査し、当該調査に
　より知り得たところに適応する作業計画を定め、かつ、当該作
　業計画により作業を行う。
② 上記①の作業計画は、作業の方法及び順序、使用する機械等
　の種類及び能力、控えの設置、立入禁止区域の設定その他の
　外壁の倒壊による危険を防止するための方法を示したものと
　する。
③ コンクリート等で作られた壁、塀等を解体もしくは破壊する
　場合には、不意の倒壊を防止するための控え、やらず等を設
　ける。
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

4

４月 建築工事業 有害物 【発生状況】
　共同住宅の原状復旧工事において、浴室（ユニットバス）で有
機溶剤を含有する洗浄剤をウエスに取って洗浄する作業をして
いた被災者が、有機溶剤中毒になって死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① 屋内で有機溶剤を取り扱う業務については、窓等の開放を
　行うとともに、ブロアー等で強制換気等を行い、有効な呼吸用
　保護具の使用を徹底する。
② 屋内作業において、有機溶剤を用いる洗浄作業は有機溶剤
　作業主任者を選任し、ばく露防止のための換気方法、作業方
　法等を事前に検討する。
③ 有機溶剤を取り扱う作業を行う前に化学物質のリスクアセス
　メントを行い、ばく露のリスク低減のための代替物質への変更
　の検討を行うほか、必要により作業者に有機溶剤中毒防止の
　安全衛生教育を行う。
④ 元請は作業場の巡視を行い、下請に対して、有機溶剤作業に
　おける換気の方法、保護具の適切な選択と使用、安全衛生教
　育などについて指導援助を行う。

１～９人
12時頃 有害物等との接触45～49歳

5

４月 建築工事業 可燃性ガス 【発生状況】
　被災者は、１階床スラブ鋼板デッキプレートのガス溶断作業を
行ったところ爆発し、コンクリート床材などが周囲に吹き飛び、
爆発の影響により２階の床とともに地下１階に転落、落下してき
た床材に挟まれたもの。また、爆風で吹き飛んだコンクリート片
などにより、周辺で作業していた４人が負傷した。地中から湧出
したメタンガスが地下ピットのコンクリートとビーコン穴の隙間
からピット内に流入し、爆発下限界に達していたものと推定さ
れる。

【災害防止のポイント】
① 工事場所の地質等の状況に応じて、適切なセーフティアセス
　メントを行い（ボーリング調査時にメタンガス等可燃性ガスの
　有無も積極的に調査すること）、その結果、安全が確保できな
　いときは発注者と協議し、計画変更を行う。
② 工事開始前の社内審査体制を確立し、周囲の状況調査等知
　り得たところに適応する作業計画となっているか確認する
　（ガスの種類に応じたガス検知器を必要数備え付けて使用す
　ること、強制換気を行うことなど）。
③ 溶接作業等火気を伴う作業の前には、ガス検知器により危
　険なガス蒸気の存在の有無を確認し、可燃性ガス等が充満し
　ているおそれがある場所では、着火源となりうる溶接等の作
　業は行わない。

１～９人
10時頃 爆発50～54歳

6

５月 土木工事業 玉掛用具 【発生状況】
　温泉掘削工事現場において、さく井機本体の解体前の工程
で、さく井機のやぐらにピン止め固定された鉄板を取り外す作
業中、被災者と同僚が鉄板のつりピースに玉掛け、移動式ク
レーンで地切りして、ピンを抜いたところ、鉄板が被災者側に傾
き、激突したもの。

【災害防止のポイント】
① つり荷の下方に立ち入って作業は行わない。やむを得ず立ち
　入る場合は、つり荷の落下防止措置を行う。
② 荷の設置状況の把握、固定の解除等を考慮した人員配置の
　検討、作業手順を作成し、あらかじめ周知を実施するととも
　に、リスクアセスメントを実施して作業に伴う危険性を事前に
　排除する。
③ 重量物である荷をつり上げるときは、玉掛け作業の安全に
　係るガイドラインに基づき、荷の形状や安定性を考慮して作業
　を行う。

１～９人
14時頃 飛来・落下30～34歳
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

7

５月 土木工事業 トラック 【発生状況】
　ゴルフ場内の枯木の伐採を行った後、使用した解体用つかみ
機をトラックに積載する作業時、トラックが逸走し、その後脱輪
により横転した。※サイドブレーキはかけていたが、輪留めはな
し
　トラック逸走時、トラックの横転により解体用つかみ機が荷台
から転落、解体用つかみ機に乗っていたオペレーターはその場
にあった立木との間にはさまれて死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① セーフティローダーダンプへの積込み・積み下ろし作業は、必
　ず平坦な安定した場所に車両を停車して行う。
② 運転席から離れる際には、サイドブレーキを十分に引き、適
　切な規格の輪止めをタイヤに密着させて設置する。
③ やむを得ず坂道で積込み等作業を行う時は、運転手が車両
　に乗った状態で行う。

１～９人
16時頃 はさまれ・巻き込まれ70～74歳

8

５月 土木工事業 トラック 【発生状況】
　ゴルフ場内の枯木の伐採を行った後、使用した解体用つかみ
機をトラックに積載する作業時、トラックが逸走し、その後脱輪
により横転した。※サイドブレーキはかけていたが、輪留めはな
し
　トラックを止めるため運転席に乗り込もうとした作業員が横転
したトラックと地面にはさまれ死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① セーフティローダーダンプへの積込み・積み下ろし作業は、必
　ず平坦な安定した場所に車両を停車して行う。
② 運転席から離れる際には、サイドブレーキを十分に引き、適
　切な規格の輪止めをタイヤに密着させて設置する。
③ やむを得ず坂道で積込み等作業を行う時は、運転手が車両
　に乗った状態で行う。

１～９人
16時頃 墜落、転落75～79歳

9

７月 土木工事業 軌道装置 【発生状況】
　シールドトンネル内部（発進立坑から約１ｋｍ地点）において、
シールドトンネル先端から発進立坑へ戻る機材運搬車と、発進
立坑からシールドトンネル先端へ向かう電動式台車が衝突し、電
動式台車を運転していた被災者が負傷し、病院に搬送されたが
死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① 状況に応じてあらかじめ信号装置の表示方法を定めて信号
　装置を設け、関係労働者に周知する。
② 軌道装置の運転者への合図について、合図者の立つ位置や
　合図の方法を定め、関係作業者に周知徹底し、定められた位
　置や方法で合図が行われていることを定期的に点検して確認
　する。
③ 軌道装置で使用するバッテリーカー等の動力車の運転は、動
　力軌条運搬車等の運転業務に係る特別教育を受けた者に行わ
　せる。

30～49人
14時頃 激突25～29歳
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

10

７月 建築工事業 屋根、はり、もや、けた、合掌 【発生状況】
　工場の明り取り用の屋根材の交換作業を同僚とともに行って
いた被災者が、取替前のアクリル板（縦１ｍ、横3.7ｍ）の屋根材
を踏み抜き、工場内のコンクリートに約17ｍ墜落したもの。

【災害防止のポイント】
① スレート、木毛板等の材料でふかれた屋根の上で作業を行う
　際に、踏み抜きにより危険を及ぼすおそれのあるときは、幅が
　３０ｃｍ以上の歩み板を設け、防網を張る等の措置を講じる。
　※ 防網を張る等の「等」には親綱を配置し、墜落制止用器具を
　　使用させることも含む。
② 作業開始前に作業場の状況を把握し、あらかじめ定めた作業
　計画や作業手順にない作業が発生したときは、職長と元方事
　業者職員が協議し、承認を得てから作業を行う。

１～９人
13時頃 墜落、転落25～29歳

11

７月 土木工事業 トラック 【発生状況】
　傾斜地において、被災者が最大積載荷重３トンのセーフティ
ローダー車の荷台にドラグ・ショベルを積込む作業中、荷台を定
位置に戻そうと被災者が後輪付近で荷台のスイッチ操作をした
ところ、前輪が浮き、輪留めを超えて当該車が逸走した。
　被災者は当該車を止めようとハンドルに手をかけたところ、当
該車と壁に挟まれ、その衝撃で振り落とされ、後輪に轢かれ死
亡したもの。

【災害防止のポイント】
① セーフティローダーダンプでの積込み・積み下ろし作業は、必
　ず平坦な安定した場所に車両を停車して行う。
② 運転席から離れる際には、サイドブレーキを十分に引き、適
　切な規格の輪止めをタイヤに密着させて設置する。
③ やむを得ず坂道で積込み等作業を行う時は、運転手が車両
　に乗った状態で行う。

１～９人
13時頃 激突され45～49歳

12

７月 その他の建設業 高温・低温環境 【発生状況】
　農業用ハウス内の配管設備工事において、昼休憩を取り午後
１時から作業を再開した。30分後、被災者が気分が悪そうにし
ていたので、同僚が車両の日陰で休憩するよう促し、その後、様
子を見に行ったときに倒れており、病院に搬送され入院加療中
であったが、２か月半後に死亡したもの。

【災害防止のポイント】
① 暑さに慣れていない時期に屋外作業に従事させる場合、十
　分な休憩をとり、1週間程度かけて身体を慣らす。
② 体調不良者を把握した場合は、ためらうことなく救急車を呼
　び、病院へ搬送する。
③ JIS規格に適合したWBGT指数計を現場に準備し、計測結
　果を活用する。
④ 健康診断結果に基づき、医師の意見を聴き人員配置を行う。
⑤ 睡眠不足、体調不良等が熱中症の発症に影響することを踏
　まえ、労働者に対して体調管理に留意するよう指示する。

１～９人
14時頃 高温・低温の物との接触

55～59歳
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14

11月 建築工事業（木造） 建築物・構築物 【発生状況】
　被災者は同僚と２名でアパートの２階の一室をリフォーム工事
する工事に従事していたが、同僚が部材を取りに現場を離れ、
被災者が現場に一人になった後、工事していた部屋の直下とな
る地上に意識がなく倒れている状態で通行人に発見されたも
の。
　被災者の傍に２階窓の手すりがあったため、手すりを取り外す
作業中であったと推定。

【災害防止のポイント】
① あらかじめ、手すりを取り外したときの墜落防止措置につい
　てリスクアセスメントを行い、その結果に基づいた作業計画を
　定め、それに従って作業を行う。
② 墜落制止用器具を着用するなどの墜落防止措置を講じる。

１～９人
９時頃 墜落、転落70～74歳

１～９人
14時頃 墜落、転落45～49歳

注：イラスト・災害防止のポイントについては実際の災害の状況と異なることがあります。

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

13

９月 建築工事業 開口部 【発生状況】
　地上３階建て倉庫の解体工事現場で、２階フロアの什器類の
片付け中に、本工事で廃材搬出用に２階床面に設けられた開口
部から、高さ約６．４ｍ下方の１階の床面上に墜落した。
　災害発生時、開口部には墜落及び飛来落下の防止のため、残
置物のロッカー２台をもって覆いとしていたが、被災者本人が
そのうち１台を移動させ、墜落したもの。

【災害防止のポイント】
① 開口部には覆い、囲い、手すりなど墜落防止措置を講じるこ
　と。また、容易に可動できる措置や残置物の再利用は避ける
　こと。
② 開口部を墜落防止措置を講じたときは、開口部である旨の
　表示を行うこと。
③ 開口部の安全対策を盛り込んだ作業計画書の策定、安全確
　保について事業者間の協議する組織を設けて連絡・調整を密
　にし、コンクリート工作物解体作業主任者の職務を的確に行
　う。
④ 不慣れな作業者には安全教育を徹底する。
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